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Colleges and universities across the country have carried out strenuous campaign to 
prevent and eradicate sexual/gender harassment on campus for the past few years.  
They devise guidelines and rules for the campus community to follow in order to deal 
with problems caused by any such harassment.  This paper is a comparative study of 
those guidelines and rules that are accessible on the Internet, and a modest proposal 
for updating the existing guideline of Saitama Women’s Junior College. 
 
 
１ はじめに 
 
セクシュアル・ハラスメント（以下、セクハラと略す）に対する事業主の配慮義務を定
めた男女雇用機会均等法が 1999 年 4 月 1 日から施行されることを受けて、人事院と文部
省（当時）からもセクハラ防止のための指針が示された。国家公務員を対象とする「人事
院規則 10-10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）」（以下「人事院規則」）と、文
部省及び所轄学校等を対象とする「文部省におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等
に関する規程」（以下「文部省規程」）がそれで、同日から施行された。いずれも施行の
際の留意点を明記した「通知」やセクハラの事例を具体的に解説する「別紙」が添付され
る念の入れようであった。それらと相前後して、国立大学を中心として各大学でもセクハ
ラを防止するためのガイドラインや規則の策定に向けての動きが急ピッチで進み、セクハ
ラ問題への取り組みが本格的に始まった。 
本学も例外ではなく、1999年 10月 21日に「埼玉女子短期大学セクシュアル・ハラスメ
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ント・ガイドライン」が制定され、教育職員就業規則の付則となっているが、その後の情
勢の進展や社会の変化を踏まえ、また他大学での例や経験に学びながら見直し作業を行う
べき時期に来ていると思われる。本稿は、「文部省規程」およびいくつかの大学等のガイ
ドライン等を検討し、あるべきガイドライン像について考察したものであり、本学「ガイ
ドライン」の改正作業が行われる際にささやかでも貢献することを目的としている。 
もとより限られた紙幅の中で全国にある全ての大学について検討できるはずもない。本
稿ではインターネット上でアクセス可能であったガイドラインや規程類を対象とした。1)こ
のような形で閲覧できる形になっているということは、インターネット時代を意識して取
り組みの成果を広く世に問い、セクハラ防止の気運を盛り上げる一翼を担うと同時に、学
内外から幅広い意見や提案を聞き、見直しに役立てる用意もあることを示すことだからで
ある。 
各大学等のガイドラインや規程を読み比べ、制定の趣旨・目的、セクハラの定義と適用
範囲、相談のための体制、調査・処置のための体制、その他という項目ごとに一般的な傾
向を概観し、特筆すべき大学等の例を参照していく。 
 
 
２ ガイドライン制定の趣旨・目的 
 
ガイドラインも規程類も、その趣旨や目的の大半は注意を喚起することによるセクハラ
の防止、および不幸にして発生してしまった場合の対処である。一般に、セクハラが性差
別に根ざし、キャンパスの権力関係に基づいて発生し、人権や人格権、教育権の侵害であ
り、キャンパス環境を劣悪にするものであるから許すべきではないと宣言した上でセクハ
ラの防止・根絶が唱えられている。 
この点で興味深いのは、「文部省規程」第 1条が「人事院規則」第 1条に沿った形で、
「文部省における人事行政の公正の確保、職員の利益の保護及び職員の職務能率の発揮を
図ること」が目的であるとしていた地点からの距離である。「文部省規程」では、セクハ
ラ防止のための啓発活動も（第 5条）、苦情相談に対応する体制の整備も（第 6条）職員
に対してしか規定されておらず、添付された「文部省におけるセクシュアル・ハラスメン
トの防止等に関する規程の制定について（通知）」（以下「文部省通知」）によって初め
て「…学生等に対しても、必要に応じ」「心身の発達段階を考慮し、適切な配慮」が行わ
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れなければならないことがわかる。 
もちろんセクハラを定義する第 2 条以降、「学生等及び関係者」という文言の挿入によ
って学生や生徒が除外されているわけではないことは明言されているが、セクハラをなく
す目的は第一義的に職員の就労環境確保であり、学生等はその環境を構成する一要因であ
るという印象を与える結果になっていることは否めない。 
しかし、大学等で制定されているガイドラインの場合にはむしろ、大学コミュニティの
大多数を占める学生こそが主役になっている。もちろんその背景には、成績評価や論文指
導、就職斡旋等さまざまな局面で学生に対して支配的な力を振るう教員と学生・生徒との
間に権力関係や上下関係が存在するという事実、および実際にそのような優越的な地位を
利用したセクハラ行為がしばしば発生し、弱い立場の学生や生徒が不利益を被っていたと
いう事情があるであろう。 
興味深いことに、大学がセクハラとは無縁な聖域などではなく、却ってセクハラを発生
させやすい環境であることを自覚すべきであると注意を促しているガイドラインも多い。
先に述べた力関係や支配・被支配的関係（東京都立大学等多数の大学）があるだけでなく、
国籍・民族・宗教・文化的背景（立命館大学、慶応大学等）や生育環境・性的指向性（一
橋大学、駿河台大学）が異なる人々が集まるコミュニティであること、あるいは「学問の
府としての大学が、その社会的使命を果たしていくために、教員をはじめとしてその構成
員に」保障された「教育・研究の自由や自律性」があること（東京大学）というのがその
理由である。 
このように「文部省規程」の枠内にとどまらなかった多くの大学のガイドラインは、キ
ャンパスでのセクハラ対策が予防活動であると同時に差し迫った対症療法でもあったこと
を示している。 
 
 
３ 定義と適用範囲 
 
一 セクシュアル・ハラスメント 職員が他の職員、学生等及び関係者を不快に
させる性的な言動並びに学生等及び関係者が職員を不快にさせる性的な言動 
二 セクシュアル・ハラスメントに起因する問題 セクシュアル・ハラスメント
のため職員の就労上又は学生等の修学上の環境が害されること及びセクシュ
アル・ハラスメントへの対応に起因して職員がその就労上の又は学生等が修
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学上の不利益を受けること 
（『文部省規程 第二条』） 
 
上の規定に従えば、セクハラとは性に関する言動で、その言動が向けられた相手に不快
感を与え、職場・学校環境を不快にするものと要約できるであろう。そしてセクハラその
ものだけでなく、それに起因する問題（「ジェンダー・ハラスメント」と称されることも
ある）も合わせて対象とされる。セクハラ定義に関しては、各大学とも「人事院規則」を
基本的に踏襲したこの「文部省規程」を下敷きに、キャンパスの構成員に対してよりわか
りやすい定義となるよう表現を工夫している｡ 
一つ注意したいのは、ここで性の限定がなされていないことである。セクハラが長く続
いてきた性差別に根ざすものであるのは周知の通りで、事例をひもとけばほとんどの場合、
男性が加害者、女性が被害者であるが、女性の上司が男性の部下に対して、女性の教師が
男性の学生に対して行うケースも十分考えられるし、同性間であっても起こりうる。実際、
多くの大学の「ガイドライン」が同性間のものも対象とすると明言している。早稲田大学
のそれは「同性同士でのセクハラ、ストーキング行為および相手方の意に反するその他の
性差別言動をも対象とし」ている。また、地位の優劣や権力関係がセクハラ発生に影響し
ていることは容易に想定できるが、そうでなくて学生間のように同等な立場であっても起
こりうると認めているガイドラインも多い。女性に対する差別的意識がセクハラやジェン
ダー・ハラスメントの温床である／あったことは確かであるが、「文部省規程」はそれだ
けに適用範囲を限定していないのである。 
大学等でのガイドラインの適用対象は、職員を主とした「文部省規程」を大きく拡大し、
教職員、学生はもとより大学に何らかの形でかかわるすべての者を対象にするよう、また
キャンパス外でもキャンパス構成員が関わる限りにおいて対象とされるように広げられて
いる。セクハラの発生は単に当事者間や当該職場環境のみならず、キャンパス・コミュニ
ティ全体の環境を悪化させるものであると考えられているからである。 
「文部省規程」にはないが多くの大学のガイドラインに明記されている一つの特徴的規
定は、その言動の対象になった相手が不快に思えばセクハラであるということである。し
かしこの主観性基準は微妙な問題をはらむ。いくつかのガイドラインはセクハラには多様
な形態があるため、判断が難しいグレーゾーンもあると断っている。それへの対応につい
ては、グレーゾーンを含め類型化する（早稲田大学）2）、グレーゾーンだからと放置せず、
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相手の身になって、同じ言動を自分や家族や恋人がされたらどうかを考えるよう呼びかけ
る（東京都立大学、同志社大学、立命館大学等）などの例がある。被害者の判断を重視す
るこの点は、とりわけいかなるセクハラをも防止・根絶するという固い決意を表明し、被
害者の保護・救済を第一とするガイドラインにはぜひとも含めたいものである。 
 
 
４ 相談のための体制 
 
「文部省規程」では、「苦情相談を受ける職員または苦情相談に対応する委員会等を設
ける等必要な措置を講じ」、「相談を受ける日時及び場所を職員に対して明示」（第 6条）
することが定められ、「文部省通知」が「苦情相談には複数の職員で対応するとともに、
苦情相談を行う者と同性の相談を受ける職員が同席できるような体制を整備する」こと、
また「相談員等の中には、部局長あるいは人事担当課長相当職以上の職員を含む」（第 6
条関係）ことを指示している。すなわち、求められるのは①苦情受付および対応のための
体制を作ること、②相談窓口の公表、③複数で、相談者と同性の相談員も同席しての対応、
④苦情対応プロセスへの監督者の参加である。 
ここでは相談と調査と苦情処理のプロセスが一括して述べられているが、実際には相談
の性質、深刻度、緊急度などに応じて柔軟に対応する必要があるため、こうした点にとど
まらず、各大学で、相談者にとって安心して相談でき、当事者のプライバシーが守られ、
できる限り公平な調査・対応を確保するためのメカニズムが模索・工夫されている。まず
相談窓口について見てみる。 
各大学の実施方法はまちまちであるが、最も多いケースは、苦情相談の窓口として相談
員を何人か定め、氏名や連絡先や相談受付時間を公表し、そこではもっぱら相談者の話を
聞き取ることに専念し、さまざまな対処方法について情報を提供し助言を行うが解決策の
提示などはせずに、相談の内容を苦情受付のための委員会に報告するという手続きを踏む
ものである。相談窓口は、保健センターのような機関から、相談員全員がそのための研修
を受けた者で、学外の専門家も含み、詳細な対応マニュアルに基づいて相談に応じる体制
まで幅広いが、ほぼ全てのガイドライン中に相談員や相談窓口についての記述があった。
相談の間口を広げるために、相談員や窓口への取次ぎ役を広く配置したり、相談を受けた
教職員がただちに相談窓口に報告するよう求めたりするケースもある。 
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相談員を訪ねて面接する以外にも、電話、手紙、ファクス、電子メール等さまざまな形
での相談を受け付けると明記している大学等が圧倒的に多い。セクハラの被害者にとどま
らず、加害者とされた者やセクハラをしたかもしれないと考える者（山口大学、京都産業
大学）、また第三者（大阪大学、大阪女子大学、河合塾3)、大分大学、一橋大学；なお後二
者は保護者のみ）からの相談も受け付けている場合もある。相談のしやすさとともに、案
件の性格上、いかなる相談体制をとる場合でも、特にプライバシーの保護が強調されてい
る。匿名での相談を可とする場合もある（札幌学院大学、河合塾、日本福祉大学、大阪女
子大学）。 
相談員に研修を義務づけている大学は多く、相談員マニュアルを作成しているケースも
ある。例えば愛知学泉大学では「セクシュアル・ハラスメントの苦情相談への対応および
相談員マニュアル」が作られており、相談を受ける際の相談員の体制、当事者双方および
第三者からの事実関係の聴取に当たり留意すべき事項、相談者への説明およびフォローに
ついて詳細に記載されている。 
ここで留意すべきは、相談受付の間口の広さとプライバシー保護はもちろんであるが、
①被害者の保護・救済を第一に考えた処方と体制、②相談員の役割の明確化、③相談員の
質の確保と向上である。 
 
①まず第一に、どのような形で相談したいのかについて被害者の意思を尊重することであ
る。実際には困難が伴うかもしれないが、「文部省通知」のいう「複数の職員で対応」
し、相談者と同性の相談員が同席できるような体制を整備することは重要であろう。一
部のガイドライン（大阪女子大学）にあるように、相談者による相談員の指名や交替を
要求する権利を定めておくのも一案である。 
②相談員が相談者の味方として聞き役になり、ケースバイケースで情報提供や助言を行う
という役割に徹することである。それ以上の権限がないこと、例えば事実調査は行わな
いことを明記（京都産業大学）するのもよいし、「原則として、当該事案の行為者と、
当該事案に関して直接に接触しない」という規定（静岡県立大学等）も有用である。ま
た、相談員が同件の調査や調停のための委員とは兼任しないこと（京都産業大学）も公
正・中立性確保の点から重要である。 
③セクハラの形態は多岐にわたるため、さまざまな相談が寄せられる可能性があるが、そ
れらに柔軟に対応できる知識と経験豊かな相談員が必要になってくるであろう。専門的
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知識を持つ者が含まれているのが望ましいし、相談員に選ばれた場合には日常的に研修、
学習、相談員会議開催、マニュアル携帯等によって研鑚を積むことが必要であろう。相
談員が絶対に避けなければならないのは、不用意な言動によって二次被害をもたらすこ
とである。 
 
常に念頭に置くべきは、特に深刻なケースの場合、相談に行くだけでも多大な勇気と決
心が必要だということである。多くのガイドラインには「勇気を出して相談しよう、一人
で悩んでいても何も始まらない」とあるが、このような呼びかけが被害者にますます重荷
を負わせることのないような配慮も必要となってくるであろう。 
 
 
５ 苦情調査と処理の体制 
 
さまざまな大学のガイドラインを俯瞰してみて、最も多様性が見られるのはこの分野で
ある。一つにはセクハラは言葉によるもの、行動によるもの、比較的オープンな形でなさ
れるもの、密室で二人だけの時に起こるもの、被害者がさほど気にしないものからその心
と身体に深い傷を残すものまで、さまざまな現象と形態があるからであり、他方で被害者・
加害者双方のプライバシーに配慮して対応を行う必要があるためである。 
各大学のガイドラインはさまざまな対処法を規定している。軽微なものから順に、①相
手がセクハラだと認識していない場合もあるので、勇気を出して嫌だと言うよう相談者に
助言する；②調停役が両者の間に入り、話し合いで双方が納得できる解決策を探る（調停
または斡旋）；③調停が不調に終わった場合、および相談者が苦情処理を希望した場合、
事実確認の調査が行われる（調査）；④調査結果に基づき、判定が出され、加害者の処分
が行われる；⑤重大で緊急を要すると判断された場合、被害者からの申立てがなくても学
校が介入して処理を行う、というものである。 
とりわけ上記②「調停」では慎重な対応が求められる。当事者双方が調停役の同席のも
と話し合い、同意事項を書面にして確約するプロセスの中でセクハラについての理解を深
め、加害者が二度とセクハラを起こさないようにするいわば教育的指導であり、実際に多
くの大学で実施されているものであるが、その場合には被害者の意思を尊重し、被害者が
希望する場合のみ行うことが肝要である。そうでなければ、たとえ調停役や付添い人が同
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席していようとも、加害者との対面、および皆無とはいえない対決的局面が被害者に及ぼ
す心理的・精神的影響は想像に難くない。加害者が二次加害を行わないための配慮もなさ
れなければならないであろう。希望に応じて付添い人を同席させるべきである。調停と銘
打っていても、両者を対面させない形のものもある（京都産業大学）。調停委員はあくま
で当事者双方の自主的な話し合いがスムーズに進むように心がける舵取り役であって、解
決策を強制したり、誘導を行ったりしてはならない。このことは調停手続きを定めている
ほとんどの大学で規定されている。委員の選出方法はまちまちであるが、比較的高度な専
門的知識や経験が必要になってくると思われる。 
上記③以下では、多くの大学でこの点に留意した工夫がさまざまになされている。 
第一に、案件を取り扱う委員会や機関の設置である。最もよく見られるのは、全学に責
任を負い、計画立案や委員指名、対策の実施状況チェック等を行うセクハラ防止委員会的
な機関をおき、その下に相談窓口から報告された案件の扱い方法を判断し、必要があれば
調査を行い、苦情を処理する対策委員会的機関があるものである。対策委員会の中に②を
専門的に行う調停委員会、③を担当する調査委員会がおかれたり、あるいは別個に作られ
たりすることもある。 
第二に、委員会や機関の構成である。大学特有の力関係や性差別意識から問題が多く発
生することに鑑みて、委員のうち一定以上の割合を女性とするというように委員の男女比
に配慮している大学が多い。所属部局が偏らないようにとの配慮を明記するところもあれ
ば、セクハラ問題の専門家を含むべきことを明記し（名古屋大学、静岡県立大学、明治大
学、大分大学（調査委員会）、大阪女子大学（調査専門委員会））、場合によっては弁護
士など学外の専門家を含むところもある（例えば河合塾）。継続性を考慮して委員の半数
を毎年入れ替えると明記しているケースもある（札幌学院大学）。相談員だけでなく、こ
うした委員会の委員にも研修やマニュアル等による学習が義務づけられる大学も多い。 
第三に、被害者保護・救済のための配慮がある。セクハラ問題の微妙さを利用して、加
害者が「強制ではない」「合意があった」「抵抗しなかった」などの言い訳によって逃れ
ることを許さないために、そうした理由の立証責任を加害者側に負わせることを明記する
ガイドライン等も現れてきている（熊本大学、京都産業大学）。上で触れた委員の男女の
バランスもそうであるが、下の苦情調査・処理プロセスからの当事者およびその関係者の
除外・交代も、特にセクハラが上下関係を利用してなされる場合が多いことを考えると、
被害者保護・救済の観点から重要であると思われる。 
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第四に、委員会の公平性・中立性確保のための工夫である。当事者および当事者と何ら
かの利害関係のある者を調査委員会から除外したり（西南学院大学、山口大学等）、相談
員と調査委員および／または苦情処理委員は兼任してはならないと規定したり（河合塾、
駿河台大学、大東文化大学等）、調停委員会、調査委員会、苦情処理委員会の結論に対す
る不服申し立ての制度を作ったり（河合塾、日本福祉大学、大阪大学等）する例が見られ
る。申立人と被申立人双方に十分な説明や弁明の機会を保障するための規定を設けている
ところも多い。 
第五に再発防止策である。キャンパスでのセクハラ防止の目的が、構成員全員が快適に
過ごせ、誰もが人権、教育権、学習権を侵害されない環境を確保することであるとすれば、
学則や就業規則に定められた懲戒手続きのほかにこうした問題の防止に役立つ対策がある
はずで、その一つがいくつかの大学で採用されている加害者への特別な研修の義務づけで
ある（日本福祉大学、熊本大学等）。全学に対する持続的・包括的な教育的・啓発的キャ
ンペーンが必要であることも言うまでもない。 
これらのプロセスにおいて貫かれるべきは、被害者の保護・救済を第一に考えるという
立場と中立性・公平性の確保であるとすれば、これからのガイドラインや規程では以下の
点に配慮しなければならないであろう。 
 
A. 調査委員会や苦情処理を行う委員会は、相談窓口とは分離独立した形で作られるべき
であるし、可能であれば調査委員会と苦情処理委員会も独立させるべきである。公平
性確保のため、相談員と調査委員や苦情処理委員は（可能な場合は後二者も）兼任し
ないという規定が望ましい。 
B. 申立人と被申立人とが話し合いを行う調停手続きは申立人からの希望があった場合に
のみ行い、調停委員が同席し、希望があれば付添い人も認め、同意書を作成するなど
して約束が必ず履行されるように計らう必要がある。 
C. 万一加害者とされる者や同人と何らかの利害関係をもつ者が相談窓口や苦情調査や処
理委員会のメンバーであった場合、被害者の救済と公平性確保の見地から、当該の者
は除外されなければならない。 
D. 調査および苦情処理プロセスを通じ、当事者双方が十分に自らの立場を説明できる機
会が保障されるべきである｡ 
E. 調査および苦情処理機関における中立性確保の体制 中立・公平性の確保のため、専
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門的知識を有する者、場合によっては学外の専門家を含み、部門や学科に偏ることな
く、男女比も考慮した調査委員会や苦情処理委員会が必要である。 
F. 不服申立ての制度的保障 調査や苦情処理の結果について不服申立てができる制度を
整備する必要がある。また、事態の改善が見られなかった場合の改善申立てもできる
ようにすべきである。 
G. 再発防止のための措置 加害者がセクハラを繰り返すことのないように、教育・指導
的な見地から研修を義務付けるなどの措置を明記すべきである。 
 
 
６ その他の問題 
 
１）見直し規定 
何がセクハラを構成するか、最も緊急に防止・根絶されるべきはどのようなものか、ま
たセクハラに対処する最適の方法は何かについての人々の意識の変化や社会情勢の変化に
合わせ、規程やガイドライン自体の見直しも必要となるはずで、この点を見越して、また
その必要性を積極的に認知しているのが見直し規定であるが、実際、多くの大学等のガイ
ドラインにすでに盛り込まれている。これからのガイドラインに含めるべきものとして奨
励したいものである。 
 
２）啓発活動展開の主体 
セクハラ防止は問題の性格上、そのための啓発活動とあわせて行っていくことが不可欠
であるが、最も多い例は、全学的なセクハラ防止委員会のような機関を設けて学内での「セ
クハラ防止」啓発活動に責任を負わせることである。そのような機関はキャンパスの構成
員すべてを対象に、何がセクハラとなりうるか、セクハラを防止するために何をしなけれ
ばならないかについて啓発的な情報提供・教育・指導活動を持続的に行っていく必要があ
るであろう。 
 
３）事例データの公表 
いくつかの大学ですでに行われていることであるが、氏名が特定できるような具体的な
事項は省き、プライバシーへの配慮を十分に行った上で、相談窓口および調査・苦情処理
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委員会が扱った事例について統計的な情報と特徴的な事例を公表することは、とかくグレ
ーゾーンが悪用されやすいセクハラ問題における逃げ道を封じるための啓発活動に大いに
役立つであろう。 
 
４）セクハラ防止策のチェック 
学内でのセクハラ防止対策について学内意見を聴取すべきことを明言している大学等も
ある（河合塾、京都産業大学）。また京都産業大学は外部のチェック機関として「オンブ
ズパーソン」制度を設けている｡何がセクハラを構成するかが時代の変化とともに変わるこ
ともあり、それに応じて有効な防止策の条件も異なることがあるので不断のモニタリング
と調整・改変が必要になってくるであろう。 
 
 
７ 展望―本学ガイドラインへの提案 
 
忘れがちなことであるが、ガイドラインや規程を作ることが問題の解決なのではない。
それらは問題解決への入り口に過ぎない。と同時に作成後は常に見直しを怠らず、変化に
柔軟に対応していくことが求められる。ガイドラインの作成と実行と見直しは常に終わり
のないプロセスである。 
他大学等のガイドラインや規程を検討してきた以上の結果から、本学「ガイドライン」
改正の際には以下の点に留意することが不可欠であると考えられる。 
 
１．ガイドラインを学内に公表し、ポスター、パンフレットをはじめあらゆる学内周知方
法でセクハラ防止に向けた活動の徹底を図る。 
２．「セクハラをされたと考える女子」にだけ苦情の申立ての権利を与えた「不平等条項」
を撤廃、性を限定せず、あらゆる種類のセクハラ的言動を対象とするよう改める。 
３．セクハラ判定に確かに「グレーゾーン」はあるが、「意に反してセクハラ加害者呼ば
わりされる男子の立場」を忖度すべきではない。被害者の判断こそが基準となるとい
う立場を明確にすべきである。 
４．相談受付機能とその後の苦情調査および処理機能とを分離し、当事者とその関係者の
除外、双方当事者の十分な弁明権確保を含めた苦情調査・処理における公平性・中立
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性確保のための体制を整える。 
５．被害者の救済を第一に考え、二次被害・二次加害が発生しないような調査・処理体制
を整える。 
６．セクハラ防止のための教育・研修・啓発活動を行う主体を明確にする｡ 
７．ガイドライン自体の見直し規定を設ける。 
 
 
注 
 
1 できる限り Yahoo! Japan（http://www.yahoo.co.jp/）からのキーワード検索を通じて、または各大学
のトップページからアクセスできるガイドラインを調べたが、一部名古屋大学の NSNW（名古屋大学
でセクシュアル・ハラスメントを考えるネットワーク）の法律・ガイドライン（全国）リストのページ
（http://www2.jimu.nagoya-u.ac.jp/circle/sonota/nsnw/zenkoku-list.html）に掲載されたものも利用
した｡同ホームページには多くの大学のセクハラ・ガイドラインや関連資料が掲載されており、大いに
助けられた。 
2 「ただし、セクシュアル・ハラスメントは、（中略）多様な形態を含んでおり、個々人の感じ方や微妙
なニュアンスの違いもあって判断が難しいケースもあります｡そこで、大学内で何が具体的に相手方の
意に反する性的言動となり、就労修学環境を著しく害し、能力発揮の支障となり得るかをグレーゾーン
も含めて、類型化しておかなければなりません｡」（「早稲田大学セクシュアル・ハラスメント・ガイ
ドライン」）この論理はわかりにくい。類型化して自覚を促すということだろうか。 
3 大学ではないが、大規模で影響力の大きい教育機関として非常に詳細なガイドラインや規程を定めてお
り、大学が学ぶべきことは多い。 
 
【引用ガイドライン・規程等の URL】（引用順）（2002年 12月時点のデータ） 
人事院規則 10-10（セクシュアル・ハラスメントの防止等） 
http://www.jinji.go.jp/sekuhara/sannkou.htm 
文部省におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等に関する規程 
文部省におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等に関する規程の制定について（通知） 
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/11/03/990306.htm 
東京都立大学でセクシュアル・ハラスメントを起こさないために 
http://www.metro-u.ac.jp/shomu/shokuin/kitei/sh_okosanai.html 
立命館大学 セクシュアル・ハラスメント防止のためのガイドライン 
http://www.ritsumei.ac.jp/kic/sa/guideline.html 
慶応大学 セクシュアル・ハラスメントとは 
http://www.harass-pco.keio.ac.jp/what-j.htm 
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一橋大学 キャンパス・セクシュアル・ハラスメントに関するガイドライン 
http://www.hit-u.ac.jp/news/sekuhara/sekuhara.htm 
駿河台大学セクシュアル・ハラスメント・ガイドライン 
http://www.surugadai.ac.jp/sogo/information/harassment/guideline.html 
東京大学セクシュアル・ハラスメント防止のためのガイドライン 
http://www.adm.u-tokyo.ac.jp/soumu/jinji/harassment/guideline.htm 
早稲田大学セクシュアル・ハラスメント・ガイドライン 
http://www.waseda.ac.jp/shj/shc/guideline.html 
同志社大学 セクシュアル・ハラスメントの防止 
http://www.doshisha.ac.jp/zaigaku/riyou/sekuhara.html 
山口大学セクシュアル・ハラスメント防止・対策に関するガイドライン 
http://www.sv.cc.yamaguchi-u.ac.jp/~epsc/guide2002.html 
京都産業大学 セクシュアル・ハラスメントの防止及びガイドライン 
http://www3.kyoto-su.ac.jp/hr/sexual/gaide_line.html 
大阪大学 セクシュアル・ハラスメントに関するガイドライン 
http://www.osaka-u.ac.jp/info/guideline.html 
大阪女子大学 セクシュアル・ハラスメント防止・対策ガイドライン 
http://www.osaka-wu.ac.jp/sexual/guideline.htm 
河合塾 セクシュアル・ハラスメント防止・対応に関するガイドライン 
http://www.kawai-juku.ac.jp/kawaijuku/guideline.html 
大分大学 セクシュアル・ハラスメントに関するガイドライン～予防・救済・対策～ 
http://www.oita-u.ac.jp/sekuhara.html 
札幌学院大学セクシュアル・ハラスメント防止ガイドライン 
http://www.sgu.ac.jp/shc/guideline.html 
日本福祉大学 セクシュアル・ハラスメント・ガイドライン 
http://www.n-fukushi.ac.jp/top_menu/sekuhara/se006.htm 
愛知学泉大学セクシュアル・ハラスメントの苦情相談への対応および相談員マニュアル 
http://www2.jimu.nagoya-u.ac.jp/circle/sonota/nsnw/aichigakuin_soudanmanual.html 
静岡県立大学セクシュアル・ハラスメントの防止及び対策等に関する指針 
http://www2.jimu.nagoya-u.ac.jp/circle/sonota/nsnw/shizuokapref.html 
名古屋大学 セクシュアル・ハラスメントの防止等に関するガイドライン（案） 
http://www2.jimu.nagoya-u.ac.jp/circle/sonota/nsnw/nu_guideline_text_html 
明治大学セクシュアル・ハラスメント防止ガイドライン 
http://www.meiji.ac.jp/soudan/sekuhara.htm 
西南学院大学セクシュアル・ハラスメント防止・対策ガイドライン 
http://www.seinan-gu.ac.jp/student_office/sh/guide.html 
熊本大学セクシュアル・ハラスメントの防止等に関するガイドライン 
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http://www.kumamoto-u.ac.jp/contents/guide/rule/sekg.htm 
学校法人大東文化学園セクシュアル・ハラスメント対応基本規則 
http://www.daito.ac.jp/kouhou/SHarassment/BasicRule.html 
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